
かがやき はすだプラン

令和３年度進行管理

資料資料資料資料 １１１１



柱1-施策1 蓮田市障がい者基本計画　　令和3年度進行管理調書

柱１　福祉意識の醸成と支え合いの環境づくりの推進

施策１　啓発・広報活動の充実

取組１　障がいへの理解を深めるための啓発の充実

Ａ：予定通り

実施

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｃ：一部の

み着手

　「蓮田市における障がいを理由とする差別の

解消の推進に関する対応要領」を庁内に周知

し、職員による適切な対応を促進した。

　障害者雇用促進法に基づき、障がいのある

職員の活躍のために「蓮田市障がい者活躍推

進計画」を策定し、障がい者の採用や合理的な

配慮について積極的に取り組んだ。

職員向けの手話講習会を予定していたが、新

型コロナ感染症拡大防止のため中止とした。

　障がい者を対象とした職員採用試験を実施

し、２名を採用した。

　今後も、障がい者活躍推進計画に沿って、更

なる体制整備や環境整備、人事管理を行って

いく必要がある。

　

　令和４年度も職員向け手話講習会を予定して

おり、実施について検討を行う。

市民に対する障がい者福祉への理解促進

　

　啓発冊子の配布や、障がい者の活動等の紹介、「障がい」への

理解を深める講演会・講習会、障害者週間の実施などを通して、

市民に対する障がい者福祉への理解の促進、障がい者の差別

解消などに努めていきます。

福祉課

社会福祉協議会

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

　福祉課前にパンフレットスタンドを設置し、障

がい福祉に関するリーフレットなどを配架した。

　例年どおり多くの障がい者や一般市民に向

け、街頭キャンペーンを実施する予定であった

が、新型コロナウイルス感染拡大防止のため

中止となった。

　福祉教育（福祉チャレンジ）の補助教材とし

て、各種リーフレットを作成し市内小中学校へ

配布した。

　　各事業所からリーフレット等を福祉課窓口

においてほしいとの依頼があるが、スペースに

限りがあるため難しい状況である。今後もス

ペース拡大を検討し、事業所等に係る情報発

信に努める必要がある。

　新型コロナ感染症の影響で様々なイベントが

中止になっている。特に街頭キャンペーンでは

駅前で啓発品を配布するので、実施について

慎重に検討する。

主な取組 担　当　課

市職員の障がい者理解の促進

　

　今後も、定期的、継続的に、研修会等を開催することで、法律

の理解と周知を行い、障がいの有無に関わらず、お互いを尊重

し支え合う「地域共生社会」の実現を目指します。

　また、窓口サービスや各種施策及び事業実施において、合理

的配慮等が適切になされるよう、平成28年に策定した「蓮田市に

おける障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要

領」を庁内に周知するなど、全庁的な意思形成を行います。

秘書課

福祉課
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柱1-施策1 蓮田市障がい者基本計画　　令和3年度進行管理調書

主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定通り

実施

担　当　課

福祉課

障害者差別解消法の周知

　

　障害者差別解消法について、啓発活動、合理的配慮事例等の

情報収集や情報提供、関係機関の連携強化などを図り、差別を

解消するための支援に向けた取組を進めていくことにより、障が

いのある人もない人も分け隔てなく、誰もがお互いの人格と個性

を尊重して支え合う「地域共生社会」の実現に努めます。

　１１月４日（木）に第１回埼葛北地区地域障害

者差別解消支援地域協議会を開催した。様々

な分野から１４名の委員を委嘱している。当日

は協議会の位置づけ等について情報共有を図

るとともに、各委員から、普段から感じているこ

とや差別に関する事例を紹介してもらった。ま

た、差別事案のフローチャートや相談・通報・届

出受付シートを作成した。

　第２回は新型コロナ感染症拡大防止のため、

書面開催とした。

　埼葛北地区地域障害者差別解消支援地域

協議会については、３市２町で交代で幹事市町

を務め、定期的に開催する。

　令和４年度は事例などを通して情報共有を図

るとともに、店舗等に差別解消に関するアン

ケート調査の実施について検討していく。
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柱1-施策1 蓮田市障がい者基本計画　　令和3年度進行管理調書

取組２　福祉教育の充実

　社会福祉協議会、在宅医療介護課と連携し、

地域ボランティア講座「楽しいから始めるボラン

ティア」を、聖学院大学の川田虎男先生を講師

に迎え、１２月１７日（土）開催した。参加者２４

名で、「楽しいから始める」が参加のポイント

だった、「わかりやすい説明でとても参考になっ

た」などの声をいただき、好評だった。

市民講座とし、中央公民館と共催で、地域ボラ

ンティア講座を開催した。

　今年度について、他課および他機関との連携

により、福祉に関する講座が行えたため、引き

続き連携を行うことも含めて、講座の開催方法

を検討していく。

日程：令和３年１２月１７日（金）

参加者：２５名

講師：川田虎男（聖学院大学講師、NPO法人ハ

ンズオン埼玉代表理事）

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おおむ

ね予定通り

実施

Ｂ：おおむ

ね予定通り

実施

Ａ：予定通り

実施

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状況

体験を通した障がい理解の推進

　

　市内小学校及び中学校で、市内の関係機関と連携し、手話や

点字体験等の福祉教育を支援します。

学校教育課

社会福祉協議会

生涯学習における福祉教育の充実

　

　蓮田市社会福祉協議会による市民講座等の内容の一つとし

て、障がい者福祉等に関する市民向けの講演会などを開催しま

す。

　総合の時間を利用し、小学校８行、中学校３

校で福祉体験活動をを行った。

　市内の小中学校及び高等学校が実施する、

障がい者への理解等を目的とした福祉教育に

支援した。

新型コロナウイルス感染症対策の在り方を考

えていく必要がある。

小学校８校１６講座、中学校３校５講座、高等

学校１校２講座。

【主な内容】

車いす体験と介助法、聴覚に障がいのあるか

たへの理解と手話体験、点訳を学ぼう、地域福

祉に関する講話

令和３年度の主な取り組み

担　当　課

学校、地域の場における福祉教育の充実

　

　福祉施設への訪問、障がい者との交流、ボランティア体験等、

蓮田市社会福祉協議会等の福祉団体や地域と連携して、市内

小・中学校の特色に応じた福祉教育を充実します。

学校教育課

社会福祉協議会

左記「主な取組」に対する現状・課題

　総合の時間を利用し、福祉教育の一環で高

齢者疑似体験・アイマスク体験・車椅子体験等

を行った。道徳教育を中心に、思いやりや福祉

の心を育む教育を学校教育全体を通して実施

した。

　

　福祉体験学習を通じて障がい者についての

理解と周知を深めるため、市内小中学校担当

教員、教育委員会、ボランティアグループ、福

祉団体等による福祉教育情報交換会を開催

し、福祉教育の講座説明及び実施協力を行っ

た。

新型コロナウイルス感染症対策を講じ、体験活

動を充実させていく。

　

　福祉教育情報交換会を実施することにより、

学校、ボランティアグループ、福祉団体、社会

福祉法人が協力して実施することができた。

【福祉教育情報交換会】

第１回　実施日：令和３年６月２５日(金)

　　　　　場所：蓮田市総合文化会館ハストピア

第２回　実施日：令和４年３月２８日（月）

　　　　　場所：ふれあい福祉センター

福祉課

社会教育課

社会福祉協議会

令和３年度の主な取り組み

左記「主な取組」に対する現状・課題

主な取組
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柱1-施策1 蓮田市障がい者基本計画　　令和3年度進行管理調書

取組３　障がい理解促進を支える拠点機能の整備

担当課

社会福祉協議会

社会福祉協議会

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

　令和２年度に策定したはなみずき作業所等

基本計画に基づき、実施設計を行った。また、

必要な備品等について、はなみずき作業所か

ら要望を聞きながら検討を行った。

　令和４年度から実際の建築工事に着手でき

るよう準備を進めている。工事期間中も利用者

は通所しているため、安全を確保しながら工事

をしていく必要がある。

Ａ：予定通り

実施

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状況

25

7

障がい理解推進を支える拠点機能の整備

　拠点機能の整備や、その機能の在り方について、障がい者の

利用だけではなく、高齢者や子ども等の福祉分野及び市民全体

の課題として取り組みます。

福祉課

福祉教育

令和２年度 令和３年度

実施回数（回） 実績 24 32 28

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

主な取組

23

担　当　課

車椅子体験活動 実施回数（回） 実績 6 7 7 6
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柱１　福祉意識の醸成と支え合いの環境づくりの推進

施策２　協働による福祉活動の充実

取組１　ボランティア活動の推進、福祉人材の育成

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

主な取組 担　当　課

社会福祉協議会

　子供から大人まで誰でも気軽に参加できる

「夏のボランティア体験＆サマースクール２０２

１」を開催した。

　地域ボランティア講座を開催した（再掲）

　「夏のボランティア体験＆サマースクール２０

２１」

１４プログラム１２７名参加

障がい者支援ボランティアの担い手の育成

　

　障がい者の共生社会形成に向けた環境作りとして、蓮田市社

会福祉協議会と連携し、障がい者を理解し、地域で支えていけ

る人材育成も含めた多彩なボランティアの養成を進めます。

ボランティア情報の提供

　

　情報発信について、蓮田市社会福祉協議会と連携し、ボラン

ティアセンターを通じた情報共有を図ります。

　その他にもさまざまな媒体を活用した発信に努め、人材育成に

ついても引き続き取り組みます。

　「ボランティアセンターだより」を発行するとと

もに、社協のホームページや社協だよりを通じ

て情報を発信した。

社会福祉協議会

Ａ：予定

通り実

施

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

　ボランティアセンターだよりを年４回発行。

ホームページで情報を随時更新した。
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取組２　障がい関係団体との連携強化

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

　令和４年３月１２日に蓮田市障がい者団体連

絡協議会と、３月２７日に蓮田市聴覚障害者協

会と懇談を行った。

　

蓮田市障がい者団体連絡協議会へ蓮田市社

会福祉協議会が運営する蓮田はなみずき作業

所が参画している。

　障がい者団体等から様々な意見を伺うこと

は、障がい福祉施策の推進に必要と考える。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に努めな

がら、懇談を継続していく。

　今後も継続的に参画していく。

障がい者団体への支援

　

　行政からの情報だけでなく、障がい者団体の活動内容や市内

サービス事業者のサービス内容等、必要に応じて情報発信がで

きるよう支援します。

　また、蓮田市社会福祉協議会では障がい者団体による障がい

者福祉の普及啓発事業、社会参加促進事業等を対象に支援を

行っています。

福祉課

社会福祉協議会

福祉課

社会福祉協議会

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

障がい者団体の交流促進、連携強化

　

　蓮田市障がい者団体連絡協議会等との懇談会等を開催し、各

団体と市とで情報交換を行い、相互理解を図ります。

　福祉課前にパンフレットスタンドを設置し、障

がい福祉サービスを提供する事業所のパンフ

レット等を、福祉課窓口に配置した。

　

　蓮田市身体障害者福祉会及び蓮田市青年

学級ふれあい会の事務局として支援を行っ

た。

　各事業所からリーフレット等を福祉課窓口に

おいてほしいとの依頼があるが、スペースに限

りがあるため難しい状況である。今後もスペー

ス拡大を検討し、事業所等に係る情報発信に

努める必要がある。

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、

蓮田市身体障害者福祉会では多くの事業が中

止となったが、蓮田市青年学級ふれあい会で

は感染症対策を行ったうえ概ね計画どおり実

施した。

担　当　課主な取組

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）
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柱２　情報提供・相談、権利擁護体制の確立

施策１　情報提供・意思疎通支援の充実

取組１　情報提供の充実

　地域生活支援拠点は、圏域内の既存施設な

どを活用する面的整備型によるものである。関

係事業所を対象とした会議を開催し、情報共

有に努め、連携強化を図っていく。

　今後も連携を図っていく。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　「広報はすだ」では、イラスト、写真、レイアウ

ト等を工夫して内容の理解を深める等、より分

かりやすい広報紙とした。また、「声のグループ

いずみ」のご協力により、それぞれ視覚障がい

者向けに音声版「声の広報」を作成していただ

いた。

　広報はすだで障がい福祉サービスの周知を

行った。また、手帳交付時に配布している「福

祉のガイドブック」を活用し、障がい福祉サービ

スの説明を行った。

蓮田市社会福祉協議会では、社協だより「みん

なの福祉」やホームページにおいて、サービス

内容や手続き等の情報提供を行った。

福祉課

社会福祉協議会

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

広報広聴課

福祉課

社会福祉協議会

情報共有体制の強化

　

　市及び関係機関、市内サービス事業者等の連携により、関係

機関による情報の共有化を図り、必要な情報が入手できる体制

を整備します。

　基幹相談支援センターなどと連携し、埼葛北地区地域自立支

援協議会圏域内の関係事業所と会議を開催し、情報共有を図り

ます。

　「声のグループいずみ」により、広報はすだ令

和３年４月号～令和４年３月号のＣＤ版を作成

していただいた。

　障害の種類は様々なため、障害に応じた情

報提供ができるよう更なる工夫が必要である。

　社協だより「みんなの福祉」を発行、ホーム

ページは随時更新している。閲覧しやすいホー

ムページに見直すとともに、ブログ等も活用し

更なる情報発信に努めていく。

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

　自立支援協議会では、行政、基幹相談支援

センター、委託相談支援事業所が出席する運

営会議を定期的に開催し、情報の共有化を

図った。３市２町で共同で設置した地域生活支

援拠点において、緊急時における適切な対応

を行い、圏域内の関連事業所との連携を図っ

た。

　蓮田市及び関係機関、市内サービス事業者

等と必要に応じ、情報共有を図り、関係強化を

図った。

主な取組 担　当　課

福祉サービスにかかわる情報提供の充実

　

　障がい者福祉の情報源として、広報広聴課と連携した「広報は

すだ」、蓮田市社会福祉協議会の「みんなの福祉」等により、情

報内容の一層の充実を図り、障がい者に関する制度や取組、相

談会等の情報を分かりやすく表現し掲載します。

　また、今後も福祉サービスの内容や手続きについて、広報は

すだ、みんなの福祉、市ホームページや窓口で、積極的に情報

提供を行います。
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福祉課

福祉課

令和３年度

152

0

担当課

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　医療機関の受診、講演会等の開催、ＰＴＡや

授業参観などに対し、登録手話通訳者を派遣

し、聴覚に障がいのある方の社会参加を促進

した。要約筆記者派遣事業を埼玉聴覚障害者

福祉会に委託したが、市民からの派遣依頼が

なかった。

　福祉課に配置されている手話通訳ができる

職員が必要に応じ、窓口での支援を行った。登

録手話通訳者を毎月、第２水曜日の午前、第４

水曜日の午後に配置した。

　情報保障の観点から、手話通訳者派遣事

業・要約筆記者派遣事業の継続が必要であ

る。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

　福祉サービスを提供する事業所のパンフレッ

ト等を、福祉課窓口に配置した。福祉課前にパ

ンフレットスタンドを設置した。

　障がい者への情報発信に向けて、「点訳グ

ループともしび」や「声のグループいずみ」の活

動を支援した。

　行政として、障がい者団体の活動内容や市

内サービス事業のサービス内容等の発信に係

る支援策が少ない。

　ボランティアグループへの活動費の助成や活

動場所の提供等支援を行った。

手話通訳者・要約筆記者の派遣、配置

　

　障がい者の日常生活におけるスムーズなコミュニケーションの

ために、聴覚に障がいのある方等が、手話通訳・要約筆記によ

る意思疎通の支援を必要とする場合、手話通訳者・要約筆記者

を派遣します。

　また、庁舎内及び派遣先での手話通訳、手話通訳者派遣依頼

の調整事務、その他意思疎通事業に関する業務を行う専任手

話通訳者を配置します。

福祉課

社会福祉協議会

福祉課

147

0

障がい者団体やサービス事業者等による情報発信の支援

　

　行政からの情報だけでなく、蓮田市社会福祉協議会を始め、

障がい者団体の活動内容や市内サービス事業者のサービス内

容等、必要に応じて情報発信ができるよう支援します。

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

150 141

平成２９年度

手話通訳 派遣回数（回） 実績 196

要約筆記 派遣回数（回） 実績 2 2 2
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取組２　意思疎通支援の充実

令和３年度の主な取り組み
意思疎通支援従事者の養成

　

　手話奉仕員養成講座(入門課程)、手話奉仕員養成講座（基礎

課程）、手話通訳者養成講座Ⅰ課程を行い、手話奉仕員だけで

なく、通訳者を含めた意思疎通支援に従事する人材を養成しま

す。

左記「主な取組」に対する現状・課題

　手話通訳者養成講座Ⅰ課程（全35回）を5/8

から2/19の期間で実施した。8名が受講し、7名

に修了証を交付した。

　手話講習会は、蓮田市聴覚障害者協会に委

託し、蓮の実会の協力を得ながら事業を実施

している。

　手話講習会は、入門課程、基礎課程、手話

通訳者養成Ⅰ課程の3課程を1年ずつ行ってお

り、初心者は入門課程でないと受講できないこ

とが課題である。

Ａ：予定

通り実

施

福祉課

主な取組 担　当　課

手話通訳者・要約筆記者の派遣、配置

　（再掲）
福祉課

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

意思疎通支援用具の購入等支援

　

　障がい者等日常生活用具給付等事業要綱に基づき、多様な

障がい特性に応じて、意思疎通に必要な日常生活用具等の購

入に助成を行います。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

福祉課

子ども支援課

障がい者日常生活用具給付等事業実施要綱

に基づき、障がい特性に応じて132人に対し、

11,592,960円の助成を行った。視覚障害者用

ポータブルレコーダー、聴覚障害者用屋内信

号装置など意思疎通支援に係るものの費用に

ついても助成した。

補装具としては、20人に対し、1,167,707円の補

聴器購入費用の助成を行った。

子ども支援課では実績なし。

　ケースワーカーが福祉課で相談に応じ、必要

な日常生活用具の購入等に対し、助成の支給

決定を行っている。

　要綱の見直しを行い、令和4年度から視覚障

害者用誘導装置、視覚障害者用血圧計なども

助成対象とする予定である。
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柱２　情報提供・相談、権利擁護体制の確立

施策２　相談支援・ケアマネジメント体制の充実

取組１　相談支援体制の充実

　自立支援協議会において、３か所の委託相

談支援事業所及び埼葛北地区基幹相談支援

センターを設置し、相談体制の充実を図ってい

る。

　ケースワーカーを福祉課に３人、子ども支援

課に２人配置し、窓口や電話などさまざまな相

談に対応するとともに、状況により基幹相談支

援センター、委託相談支援事業所と連携し、事

業の充実を図った。

　相談体制の充実を図っているが、実際に障

がいサービスを利用するにあたりサービス等

利用計画の作成を行う指定特定相談支援事業

所が不足している。

　年々、相談件数の増加に伴い、相談の内容

は多岐にわたっている。相談に対応する体制

づくりのため、より専門的な人材の活用が求め

られている。

令和３年度の主な取り組み

担当課

福祉課

福祉課

子ども支援課

相談機関の連携強化と情報の共有

　

　相談機関が連携を図り、障がい者に対する情報を共有化する

ことにより、各種ケースに応じた相談を受け付け、必要なサービ

スや対応を総合的にマネジメントできる体制を整備します。

福祉課

子ども支援課

障がい者相談支援事業 相談延べ件数（件）

主な取組

平成２９年度 令和２年度 令和３年度

障がい者相談支援体制の強化

　

　市が実施している各種相談業務の充実を図るとともに、障がい

者を含む市民への周知を図り、利用を促進します。

　また、ケースワーカーのスキルアップや充実を図り、複雑化す

るさまざまな相談に対応していきます。市役所及び基幹相談支

援センターを中心に、委託相談支援事業所と連携を図ることに

より、多様な相談に対応し、安心して相談サービスを利用できる

環境づくりに取り組みます。

左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

担　当　課

平成３０年度 令和元年度

3,579 3,353

　自立支援協議会で行っているグループスー

パービジョン（ＧＳＶ）において、事例などを研究

し、関係機関や行政職員のスキル向上を図っ

た。自立支援協議会において、定期的に、運

営会議等を開催し、行政、委託相談支援事業

所及び基幹相談支援センターの職員による情

報共有を行った。

　子ども支援課では、児童相談所や学校等の

関係機関と連携を図り、状況によりケース検討

会議を開催し、連携強化と情報共有を行った。

　ＧＳＶなどの事業は、自立支援協議会におい

て、継続的に取り組む。

相談機関が連携を図り、障がい者に対する情

報の共有化を進めていく。

　相談機関が連携を図り、障がい者に対する

情報の共有化を進めていく。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

実績 3,266 2,9582,573
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取組２　ケアマネジメント体制の充実

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　自立支援協議会に地域移行・地域定着支援

部会を設置している。障がいのある方の住居

確保や地域移行における地域課題について、

研究を行った。

　実際に精神科病院に長期入院となっている

方に対し、委託相談支援事業所が支援し、地

域移行を行うよう働きかけている。

　精神科病院に長期入院となっている方を地

域移行するため、委託相談支援事業所が本人

に働きかけている。本人の意向なども確認しな

がら進めているが、家族との関係や居住の確

保など課題は多くみられる。引き続き、地域移

行に向けて取り組んでいく。

評価・

進捗状

況

　ケースワーカーが、それぞれの地区を担当

し、一人ひとりの障がい特性を理解し、総合的

見地から適切な支援を行った。３市２町の共同

で委託相談支援事業所、基幹相談支援セン

ターと契約し、相談支援体制の充実を図った。

自立支援協議会では部会を設置し、様々な

テーマについて研修等を実施し、職員のスキ

ルアップを図っている。

　ケースワーカーが研修会等に参加し、スキル

アップに努めた。

　相談内容が複雑化しており、対応が困難な

ケースもみられる。委託相談支援事業所をはじ

め関連事業所と連携を強化していくことが重要

である。

　異動等により、研修を受けた職員がいなく

なってしまう状況が見られている。そのため、

継続的に相談業務を行う専門的な人材の登用

が求められている。

地域生活への移行

　

　障害者支援施設入所者、精神科病院長期入院患者等の地域

生活への移行について、地域生活を希望する市民が地域での

暮らしを継続することができるように、日中サービス支援型指定

共同生活援助などの支援体制の確保を推進します。

　また、地域生活を継続するための地域定着支援サービスの利

用推進を図ります。

福祉課

左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

福祉課

子ども支援課

主な取組 担　当　課

ケアマネジメントの質の向上

　相談からサービス利用まで一人ひとりが主体的に生活に関わ

るために持てる力を引き出す支援(エンパワメントの視点)を大切

にし、障がいの特性に合わせ一貫して適切な支援が行えるよ

う、関係機関が連携するとともに、適切な人材育成を推進するこ

とにより、地域のケアマネジメント体制の充実を図ります。

令和３年度の主な取り組み

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）
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柱２　情報提供・相談、権利擁護体制の確立

施策３　権利擁護体制の充実

取組１　虐待防止体制の充実

　虐待相談・通報の受付、個々のケースに対し

ての状況把握を行い、問題解決を図った。特に

他県での事例に対しては、聞き取り調査など関

係市町と連携し、対応を図った。

　虐待相談、通報の受付、個々のケースに対し

ての状況把握を行い、問題解決を図った。

　虐待対応は、それぞれのケースに適した個

別的な対応が求められる。適切に対応するた

め、職員体制の充実と職員個人のスキルアッ

プが求められる。

　ケースについての情報を、関係機関を通じて

共有化し、問題解決を図っていく。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　自立支援協議会において、行政職員、委託

相談支援事業所職員を対象に虐待防止に関

する研修を実施し、参加した。

　自立支援協議会の運営会議において、構成

市町での虐待の事例及び対応について、情報

交換を行った。

　虐待防止に関する研修に参加した。

　適切に対応するため、関係機関との連携が

必要であると同時に、職員体制の充実と職員

個人のスキルアップが求められる。

　人事異動等により、研修を受けた職員がすぐ

に異動してしまうケースがある。継続的に相談

業務を行う専門的な人材の登用が求められ

る。

　異動等により、研修を受けた職員がいなく

なってしまう状況が見られている。そのため、

継続的に相談業務を行う専門的な人材の登用

が求められている。

福祉課

子ども支援課

福祉課

子ども支援課

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

担　当　課

虐待の相談体制の充実

　

　障害者虐待防止センターを中心に関係機関が連携を図り、虐

待相談・通報の受付、問題解決を図ります。また、関係機関と連

携し、相談事例の情報共有を図り、個々の事例に対して迅速、

かつ、きめ細やかに対応します。

虐待防止に関する研修等の強化

　

　障がい福祉サービス施設職員や行政職員等に向けた定期的

な研修会を開催するなど、虐待の防止と早期発見のための意識

の向上を図ります。

　また、埼葛北地区地域自立支援協議会の運営会議において、

圏域市町での虐待の事例及び対応について、情報交換を行い

ます。

主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況
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主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

担　当　課

Ａ：予定

通り実

施

　基幹相談支援センターでは障害者虐待防止

センター業務も行っており、市町村と連携し、

対応を行った。

　障害者に係る虐待について、福祉課窓口で

受け付け、適宜、対応した。また、自立支援協

議会において、虐待事例について報告等を行

い、基幹相談支援センター、各市町及び委託

相談支援事業所での情報共有を図った。

　リーフレットを窓口で配布し、周知に努めてい

る。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　虐待相談の受付が２件あった。関係する障が

い福祉サービス事業所の施設職員、利用者等

に聞き取りを実施した。

　事案の発生に対し、適宜、調査を実施する。

関係者に対する聞き取りは、聞き取りを行う関

係者の範囲、内容等を整理し、効率的に行う

必要があり、職員のスキルアップが求められ

る。

障害者虐待防止センターの周知

　

　虐待防止事業として、相談しやすい場所（福祉課内、委託相談

支援事業所、基幹相談支援センター）としてより広く住民に周知

し、引き続き事業を実施します。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

障がい福祉サービス事業者に対する監査体制の強化

　

　障がい福祉サービス事業者に対する実地指導において、埼玉

県とともに施設職員及び利用者に対し虐待の状況及び権利擁

護意識の聞き取りを実施します。

福祉課

子ども支援課

福祉課
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取組２　権利擁護、差別解消の充実・強化

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　成年後見制度の相談に適宜、関係機関と連

携し、対応した。、必要に応じて専門機関につ

なぎ、成年後見の申し立てを促した。

　福祉課・長寿支援課・在宅医療介護課の３課

で中核機関設置に向けた協議を行うとともに、

成年後見制度利用促進に関する県主催のウェ

ブ研修会に参加した。

　弁護士による成年後見制度に関する講演会

を開催した。新型コロナウィルス感染症対策の

ため、対象者を民生委員等に制限し、34名が

出席した。

成年後見制度について、随時、市職員による

相談対応を行った。

　高齢者について、成年後見にかかる市長申

立を１件行った。

　法人後見事業の実施に向けて懇話会及び事

業検討委員会を開催し、実施規程等について

検討を行い、令和４年度より事業化する。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

社会福祉協議会

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

 埼玉県社会福祉協議会が実施する「あんしん

サポートねっと」（日常生活自立支援事業）を受

託し、障がい者への相談、支援を行った。

【事業利用者数】

９人

【相談支援件数】

４７０件

福祉課

長寿支援課

社会福祉協議会

　今後、成年後見制度を利用する人は増加し

ていくと予想される。市長申立や制度利用の支

援が課題である。中核機関の設置を検討して

いく。

　市関係各課や関係機関等と成年後見制度の

充実を始めとする権利擁護事業の推進につい

て、必要な協議、情報収集を行っていく必要が

ある。

今後、成年後見制度を利用する人は増加して

いくと予想される。市長申立や制度利用の支

援が課題である。

中核機関の設置に向けて、研究や協議を行っ

ていく必要がある。

令和3年11月17日：法人後見事業に関する懇

話会　開催

令和3年12月24日：第1回法人後見に関する事

業検討委員会　開催

令和4年1月28日：第2回法人後見に関する事

業検討委員会　開催

日常生活自立支援事業の利用促進

　

　判断力が低下している障がい者に対して、金銭管理、福祉

サービスの利用援助等の居宅で安心して生活するための相談・

支援を行う事業を蓮田市社会福祉協議会において引き続き実

施します。

成年後見制度の充実

　自己の判断のみによる意思決定が困難であり、成年後見制度

の利用が必要と認められる知的障がい者・精神障がい者等を対

象に、制度についての情報提供や手続に関する支援を実施しま

す。なお、事業実施にあたっては社会福祉協議会と連携し、法

人後見等も含めた権利擁護の周知啓発を図ります。

主な取組 学校教育課
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主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

学校教育課

左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　市ホームページにおいて、障害者差別解消

法の概要等について周知を行っている。

　自立支援協議会構成市町で、令和３年３月に

設置した障害者差別解消支援地域協議会に

おいて、１１月４日に第１回目の会議を開催し、

委員の委嘱を行うほか、差別に関する事例紹

介や、委員から普段感じていことなど意見交換

を行った。第２回目の会議を令和４年２月１４日

に開催する予定だったが、新型コロナウイルス

感染症拡大防止のため書面で開催した。

　障害者差別解消支援地域協議会の事務局

は３市２町の行政となる。協議会が個別案件に

対し、解決に向けた検討を行うことは難しい。

圏域における差別解消に向けての研究を行っ

ていく。個別案件については、各市町の福祉担

当課での対応となるため、職員のスキルアップ

か課題である。

福祉課

障害者差別解消法の周知及び相談体制の構築

　

　障害者差別解消法について、啓発や研修を実施し、法の周知

と差別解消への理解を深めます。差別に関する相談に対応する

とともに、関係機関の連携を強化し合理的配慮を検討し、より良

い改善策を推進します。

　埼葛北地区地域自立支援協議会に、障害者差別解消支援地

域協議会を設置し、圏域における障がい者差別解消に向けた取

り組みを推進します。

令和３年度の主な取り組み
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柱３　暮らしを支えるサービスの充実

施策１　「居住の場」の拡充

取組１　多様な住まいの確保と居住の支援

　近隣市町においてグループホームが増えて

いるが、市内では増えていない。市街化調整

区域に整備するには、都市計画法との適合が

必要であり、課題が多いが、市内における設置

を希望する事業者があれば、必要な支援を検

討する。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　ユニバーサルデザイン住宅改修等補助制度

について広報で周知を行った。令和３年度の補

助金交付の実施件数6件、助成額は６００，００

０円であった。

　居住環境の改善にかかる障がい福祉サービ

スを実施しているが、申請がなかった。

　子ども支援課は実績なし。

　ユニバーサルデザイン住宅の整備促進のた

め、引き続き市民への周知に努める。

　重度障害者居宅改善事業は、１人１回しか利

用できないため、少額の改修に利用をためらう

状況である。

　子ども支援課内で庁内制度の把握に努め

る。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　グループホームや施設入所のサービス利用

に対し、適宜、対応した。近隣市町でもグルー

プホームが増えており、障がい特性に合った施

設利用を支援している。

　入所施設の整備検討として、旧小児医療セン

ター公舎跡地の利用について、埼玉県と協議

を行った。

　近隣市町においてグループホームが増えて

いる。日中支援型のグループホームもあり、日

中における見守りも充実している。

　入所施設待機者数の軽減を図るため、入所

施設の整備に対し、必要な支援を行う必要が

ある。

福祉課

自宅等、居住環境の改善への支援

　

　身体障がい者が安心して在宅生活を送ることができるよう、暮

らしの場の環境整備に努めます。

　また、ユニバーサルデザイン住宅改修等補助制度（※）の周知

に努めます。

（※）市民の居住環境の向上及び市内施工業者の振興に資する

　　　とともに、ユニバーサルデザインに基づき、すべての人が使

　　　いやすい住宅等の整備を促進するために、市内施工業者

　　　により住宅等の改造及び設備改善を行うことに対して補助

　　　金を支給する。

商工課

福祉課

子ども支援課

令和３年度の主な取り組み

福祉課

左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　近隣市町でもグループホームが増えている。

サービス利用希望者に対し、指定特定相談支

援事業所などと連携し、支援を行った。

施設サービスの整備促進

　

　障がい者の自立生活の支援・促進のため、生活拠点であるグ

ループホーム等の設置を支援します。また、障がい者のグルー

プホームへの入居支援を継続的に行います。

主な取組 担　当　課

グループホームや真に必要な入所施設等への支援

　

　障がい者の自立生活の支援・促進のため、生活拠点であるグ

ループホーム等の設置を支援するとともに、障がい者のグルー

プホームや入所施設への入所支援を継続的に行います。

　また、施設サービスのニーズを適切に把握し、真に必要な入所

施設等、不足する市内事業所の整備を推進します。
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取組１　多様な住まいの確保と居住の支援

担当課

商工課

福祉課

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　介護者の病気等により一時的に障がい者の

介護ができなくる状況が増えてきており、必要

に応じて短期入所、日中一時支援、生活サ

ポートの支給決定を行った。

　新型コロナ感染症の影響からか短期入所の

利用が減少した。介護者の負担軽減を図るた

めにも、レスパイトケア事業、短期入所などの

利用促進を図る。

　令和３年３月に自立支援協議会で生活支援

拠点を整備した。緊急時対応などの機能も有

しており、関連施設などとの連携を図っていく。

　利用者ニーズの適切な把握に努め、引き続

き居住支援の充実を図る。

福祉課

子ども支援課

0

1

主な取組 担　当　課

緊急時対応サービスやレスパイトの強化

　

　家族や親等の介助者の病気・出産・事故等によって、一時的に

障がい者の介護ができなくなった場合や親元から自立のための

体験、レスパイトのために、短期入所、日中一時支援、生活サ

ポート事業等を提供します。

0

助成額（円）

240,000

580,000

助成額（円） 実績 240,000 0 0

5

719,000

重度障害者居宅改善整備助

成

実施件数（件） 実績 1 0 0

実績 830,000

令和３年度

9 6

600,000

住宅等の整備

実施件数（件） 実績 10 6

481,000

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
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取組２　障がい者の地域生活を支える拠点機能の整備

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

令和3年2月に設置した、地域生活拠点にコー

ディネーターを配置し、障がいの重度化・高齢

化や「親亡き後」の案件に対して適切に対応し

た。

障がいの重度化・高齢化や「親亡き後」は今後

増加することが見込まれることから、地域生活

支援拠点のコーディネーターの質・量の一層の

充実が必要である。

地域生活支援拠点の整備、運営

　地域生活支援拠点は、障がいの重度化・高齢化や「親亡き後」

を見据え、５つの機能（①相談、②緊急時の受け入れ・対応、③

体験の機会・場、④専門的人材の確保・養成、⑤地域の体制づ

くり）を備えたものです。

　本市は、埼葛北地区地域自立支援協議会の構成市町と連携

し、広域で地域生活支援拠点の整備を行います。緊急時におけ

る適切な対応など、市民が安心して生活できるよう円滑な運営

に努めていきます。

福祉課

主な取組 担　当　課
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柱３　暮らしを支えるサービスの充実

施策２　日常生活の支援

取組１　在宅サービスの充実

Ａ：予定

通り実

施

　ケースワーカー職員を中心に、日中活動系

サービスの提供を行った。

　かもめ家族会に依頼し、中央公民館において

サロンペンギン（精神障がい者の居場所づくり）

を実施した。

　蓮田市を含む３市２町で委託契約を行って、

地域活動支援センター事業を実施した。当該セ

ンターは宮代町にある。

　市内には、生活介護事業を提供する事業所

が２箇所、就労継続支援Ｂ型を提供する事業

所が２箇所ある。

　サロンペンギン（精神障がい者の居場所づく

り）は月１回実施する予定であったが、新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止のため中止せざ

るを得ない時がある。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　ケースワーカー職員を中心に、適切にホーム

ヘルプサービスや訪問入浴サービスの提供を

行った。

　訪問入浴サービスについて、現在、4箇所の

事業所と委託契約を締結しており、利用者が自

分に合った事業所を選択することが可能であ

る。

　今後、医療的ケアの必要な障がい者の在宅

支援の充実や日中活動の場の充実が求めら

れており、医療分野との連携や、日中活動系

サービスの充実を図っていく。

Ａ：予定

通り実

施

福祉課

子ども支援課

多様な日中活動サービスの提供

　

　障がいの特性に応じた日中活動系サービスが適切に利用でき

るように生活介護事業等の体制整備を図ります。

　また、知的障がい者や精神障がい者で介護保険利用対象とな

らない場合の日中活動の場を提供する地域活動支援センターは

障がい福祉サービスの通所にはない機能や役割をもつ施設とし

て位置づけ、障がい者のデイサービス的機能、通所が安定しな

い利用者等に対する支援を提供します。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

主な取組 担　当　課

ホームヘルプサービスの充実

　

　ホームヘルパー(居宅介護、重度訪問介護)や訪問入浴サービ

ス、自立生活援助が的確に提供されて障がい者が安心して自立

生活を送れるよう、事業者の参入の促進に努めるとともにサービ

スの質の確保・向上を図ります。

　重度訪問介護は入院先での医療従事者への伝達等の支援が

新たに追加されることから、サービスが円滑に提供されるように

事業者との連携を図ります。

福祉課

はなみずき作業所の建て替え

　

　老朽化したはなみずき作業所の建て替えを行います。建て替

えにあたり、施設の利便性向上のため利用者などの意見も反映

するよう努めます。将来的な障がい者ニーズへの対応なども視

野に入れつつ、施設整備を検討します。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

福祉課

 令和２年度に策定したはなみずき作業所等基

本計画に基づき、施設の詳細設計を行った。設

計にあたり、施設を運営する蓮田市社会福祉

協議会、施設利用者の保護者などから引き続

き意見を聴取した。

　令和４年度には改築工事が始まる。工事実

施中も施設利用者が通所するため、利用者の

安全に確保しつつ工事を行っていく必要があ

る。
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主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

実績 265

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　障害者手当や難病見舞金について、適切な

支給を行った。グループホームの利用者が負

担する家賃を対象に、月額１０，０００円の給付

を行った。

　国や県の制度に基づき実施している事業が

多い。難病者見舞金について、近隣では実施

していない市町も多い。

福祉課

担当課令和３年度

負担軽減への支援

　

　障がい者本人やその世帯の経済的な負担を軽減するため、障

害者手当や難病見舞金等の支給を継続するとともに、適切な支

援による生活の自立を促進します。

助成額（円）

令和元年度

担　当　課

件数（件） 412 372

平成２９年度 平成３０年度 令和２年度

実績 2,599,000 3,435,000

訪問入浴サービス

日中一時支援サービス

4,791,000

福祉課

317

4,048,000

件数（件） 実績 151 195 150 181

助成額（円） 実績 7,013,646 8,498,850

11,062,155 13,395,668 9,392,71213,233,106

実績 100 119

補装具の給付・貸与

14,011,717

福祉課

12,144,960

福祉課

8,339,816

助成額（円） 実績

件数（件） 120 116

256

2,509,000

177

7,464,868

120
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6,955 6,728

3,130,000

5,838

福祉課

1,187

6,892

33,640,000 30,745,000 29,190,00034,460,000

24,325,34026,378,930

件数（件） 実績

特別障害者手当等給付費

件数（件） 実績 1,088

支給額（円） 実績 34,775,000

在宅重度心身障害者手当

1,023

福祉課

支給額（円） 実績 25,711,930 28,370,000 27,916,670

2,780,000 3,150,0003,220,000

1,119

難病者見舞金

件数（件） 実績 322 283

福祉課

313

支給額（円） 実績 2,830,000

特別児童扶養手当 件数（件） 実績 10293 103 103 103 子ども支援課

278 315

1,153

6,149
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取組２　障がい者の外出支援

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

蓮田市社会福祉協議会が保有する車いすや

福祉車両（リフト付自動車、スロープ付軽自動

車）の貸出を行った。

【貸出件数】

　車いす：75件（延べ573日）

【福祉車両】

　リフト付：17件

　スロープ付：86件

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　福祉タクシー利用券、自動車燃料費利用券

の交付を行った。福祉タクシー利用券について

は、令和２年度より利用枚数を２４枚から３６枚

としている。

　福祉タクシー利用券は、埼玉県福祉タクシー

運営協議会において議論されて運営されてい

る。配布枚数などは市で独自に決定できるが、

利用方法については県内統一となっている。利

用者からの要望もあることから、１回に２枚まで

利用可能とするよう協議会に要望している。

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　ケースワーカー職員を中心に聞き取り等を行

い、移動支援事業、生活サポート事業等の支

給決定を行った。

　長期間の連休などに移動支援などの需要が

高まる。また、公共交通機関を利用しなくては

ならない移動支援では対応できない場合など、

生活サポート事業を適切に支給決定すること

が必要である。

福祉課

社会福祉協議会

車いす短期貸与事業・リフト付自動車貸出

　蓮田市社会福祉協議会において、車いすやリフト付自動車の

貸出しを行っています。

　今後、本市としても蓮田市社会福祉協議会と連携し、貸出し場

所の増設など、利用者の利便性の向上とサービスの効率化につ

いて検討します。

福祉課

担　当　課

「外出介護」等事業の推進

　医療機関への受診、公共施設の利用などのために、介助なし

で公共交通機関を利用することが困難な方に対して、移動支援

事業、生活サポート等を実施します。

福祉課

外出に関連する負担軽減策

　在宅の重度心身障がい者の日常生活の利便と経済的負担の

軽減を図ることを目的として、福祉タクシー利用券もしくは燃料費

助成券を助成します。

　また、移動手段としてタクシーを利用する場合に、料金の一部

を助成する福祉タクシーについて、障がい者のニーズを踏まえな

がら、利用の在り方やタクシー運営協議会への要望などを検討

します。

主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）
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58

17

942

3,598,460 3,774,100

社会福祉協議会

6

担当課令和２年度 令和３年度

19 27

7,393

12,73012,330

807654

86

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

リフトカー

6,473

スロープ付き

貸し出し回数（回）

12,428

52

7,077 7,098

リフト付き

貸し出し回数（回）

実績 70 49

実績 34

12,330,000 12,428,000

重度心身障害者福祉タク

シー利用料金助成

件数（件） 実績 7,231

福祉課

助成額（円） 実績 5,278,290 5,165,430 4,732,180

自動車燃料費助成

件数（件） 実績 12,020 12,098

助成額（円） 実績 12,020,000 12,098,000

1,566,580

生活サポート事業の利用

件数（時間） 実績 507 711

福祉課

12,730,000

福祉課

助成額（円） 実績 1,031,975 1,430,950 1,265,015 1,593,345
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取組３　緊急時対応の強化

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　蓮田市地域防災計画について、国、県の防

災計画との整合性を図るべく改訂作業を進め、

令和４年１月にパブリックコメントを実施し、同

年３月に改訂し、庁内外に周知した。

　引き続き、地域防災計画や関係する避難所

運営マニュアル等についても、見直しや周知に

取り組む。

危機管理課

福祉課

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｃ：一部

のみ着

手

災害時要支援者の避難誘導体制の整備

　地域防災計画に基づき、作成した避難行動要支援者名簿を市

の関係部門、地域支援組織に提供し、要支援者の避難支援等

の体制の強化を図ります。

　引き続き、災害時要支援者が避難する避難所において、障が

いの特性に応じた支援を得ることができるよう体制を整備しま

す。

　避難行動要支援者名簿の運用方法につい

て、関係各課、自治連合会、民生委員・児童委

員協議会の代表者と会議を行い、今後の取組

みについて確認を行ったが、新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響により、名簿の更新作業

が実施できなかった。

　令和４年度、避難行動要支援者名簿の更新

を行い、地域の支援者に提供し、個別避難計

画の作成を推進する。

地域防災計画の推進

　関係法令や市の実情に合わせて順次改訂を行い、地域防災

計画に基づいた障がい者の視点からの防災対策に取り組みま

す。

危機管理課

福祉課

主な取組 担　当　課
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柱４　誰もが働きやすく、活動しやすい環境づくりの推進

施策１　就労支援体制の充実

取組１　就労支援体制の充実

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

行政や企業による障がい者雇用の推進・促進

　

　改正障害者雇用促進法に基づき、本市も雇用者として障がい

者雇用の適正な確保に努めます。

　また、事業者、行政等公共機関及び社会福祉法人等に働きか

けを行い、公共施設や福祉施設等における障がい者の雇用を

促進します。

秘書課

福祉課

Ａ：予定

通り実

施

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

福祉課

社会福祉協議会

　就労移行支援など、障害サービスの適正な

支給決定に努めた。就労支援センター業務を、

蓮田市社会福祉協議会に委託した。センターと

連携し、利用者の支援を行った。

　蓮田市より「障がい者就労支援センター事

業」を受託し、障がい者の就労や就労継続に

向けて関係機関と連携して支援を行うととも

に、障がい者の雇用促進に取り組んだ。

　自立支援協議会の障がい者就労支援部会や

特別支援学校連絡会議等に出席して、他機関

との連携を図った。

　就労支援センターでの延べ相談件数は２，４

５４件であり、令和２年度より１９３件減少した。

電話による相談が多かった。利用登録者は１２

９名であり、そのうち就労者は１０７名であっ

た。

障がい者就労支援センター

登録者：１２９名（内就労者：１０７名）

相談件数：２，４５４件

「蓮田市障がい者就労支援センター便り」を発

行し、情報発信を行った。

勤務調査・現況調査を四半期ごとに実施し、登

録者の状況把握を行った。

　令和４年１月に、障がい者を対象とした職員

採用試験（令和４年４月１日付採用）を実施し、

２名の職員を採用した。

　就労支援センターでは、面接などで利用者と

ともに事業所を訪問し、就労支援を行った。就

労移行支援などの障がいサービスは、利用者

が事前に事業所との調整を行うケースが多い

が、本人の意向に沿えるようサービスの支給

決定に努めた。

　地方公共団体の責務として、自ら率先して障

がい者雇用に努めなければならない。引き続

き、障がい者雇用を積極的・継続的に進めるこ

とが重要と考えている。

主な取組 担　当　課

相談窓口の充実

　

　障がい者の職業的自立を支援するため、就労に関する相談や

必要な情報の提供、就労活動の支援をハローワークや障がい者

就労支援センターなど他機関とも連携して行います。

25 ページ



主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

担　当　課

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　必要に応じて事業所の見学を行い、事業所と

調整を図り、適切なサービスの支給決定を行っ

た。新型コロナウイルス感染症拡大防止の観

点から、在宅での支援を認め、利用者に対する

サービスを継続させた。

担当課

福祉課

　就労移行支援は原則、２年間の利用となって

いるが、審査会の意見を聴き、１年間の延長が

可能である。新型コロナウイルス感染症の影

響で一般就労が厳しい状況であり、１年間延長

する機会が増えている。

2,454

就労者（人） 実績

福祉課

就労系サービスの充実

　

　就労に向けた活動の場としての就労系サービス事業者のニー

ズの把握や要件の調整等、事業所の連携、整備促進を図りま

す。

92

令和２年度 令和３年度

8574 79

2,647

100 106 129

相談支援（件） 実績 3,266 2,573 2,284

令和元年度

障がい者就労支援センター

登録者（人） 実績 91 96

平成２９年度

107

平成３０年度
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取組２　就職後の定着支援の充実

　適切に就労定着支援の支給決定を行った。

また、社会福祉協議会に、蓮田市就労支援セ

ンター業務を委託し、就労定着などの障がい者

就労支援を行った。

　自立支援協議会において、就労支援部会を

設置し、定期的な会議等を開催した。

　就職後も仕事を継続していけるよう市と社会

福祉協議会で連携しながら、支援を行ってい

る。

　引き続き、障がい者が気軽に相談できるよう

場の確保に努めていく必要がある。

就職後の支援の充実

　就職後も安定して仕事を継続することが可能となるよう支援体

制の充実を図りつつ、就労定着支援を行います。

　また、安心して働ける環境を作るために、蓮田市就労支援セン

ターの協力を得て、障がい者が気軽に相談できる場の確保・充

実や障がい者雇用を進める事業者に対する「障がい」への理解・

普及啓発を推進します。

福祉課

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

主な取組

Ａ：予定

通り実

施

担　当　課
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取組３　工賃及び質の向上

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｃ：一部

のみ着

手

　庁内に障害者優先調達推進法にかかる実績

について照会を行うとともに、方針について周

知を図った。令和３年度の調達目標額は４００，

０００円であったが、実績は１８０，０００円で残

念ながら目標に届かなかった。

　障害者就労施設等から優先的に物品等を調

達するよう努めることとされているが、実態とし

て非常に難しい状況である。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　毎年、埼葛北地区自立支援協議会のサービ

ス管理責任者部会で、オリジナルグッズコレク

ション（自主製品展示会）を実施している。

　市単独で取り組みことは難しい。今後とも、自

立支援協議会において、継続して事業を実施

していく。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

担　当　課

福祉課

障害者就労施設等への受注業務の拡大と調整

　障害者優先調達推進法の推進のため、障害者就労施設等へ

の発注の促進を図ります。

就労継続支援事業所等への支援

　障がい者の工賃アップが図られるよう就労継続支援Ｂ型事業

所等と連携を図り、受注業務の拡大や生産品の質の向上、新製

品の開発に向けた支援をします。

主な取組

福祉課
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柱４　誰もが働きやすく、活動しやすい環境づくりの推進

施策２　スポーツ・芸術文化活動の推進

取組１　スポーツ・レクリエーション活動への参加促進

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｄ：未着

手

　令和４年３月５日（日）に「ふれあいランド」を

開催する予定であったが、新型コロナウイルス

感染症拡大防止のため中止とした。

　令和４年２月に蓮田市スポーツ推進委員連

絡協議会を主催として、ボッチャ教室を予定し

ていたが、新型コロナウイルス感染症拡大防

止のため中止とした。

　新型コロナ感染症拡大防止のため3年連続

「ふれあいランド」を中止した。新型コロナ感染

症の影響もみながら、事業を継続していく。

　新型コロナウイルス感染症拡大の状況をみ

ながら、事業内容を見直しつつ継続していく。

福祉課

文化スポーツ課

スポーツを活用した障がい理解及び交流

　

　障がい者スポーツを通し、「障がい」への理解を促進します。

　また、市内スポーツイベントにおいて、障がい者スポーツへの

普及啓発を図ります。

福祉課

文化スポーツ課

気軽にスポーツ・レクリエーションに参加できる事業の実施

　

　誰もが気軽に楽しめるスポーツを通して障がいのない人と障が

いのある人たちとのスポーツ交流などを目的としたイベントを蓮

田市スポーツ推進委員連絡協議会や蓮田市スポーツ協会等とと

もに実施します。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｄ：未着

手

　一般社団法人埼玉県障害者スポーツ協会が

実施している「彩の国ふれあいピック」について

市内の障害者施設へ案内した。

【再掲】

2月に蓮田市スポーツ推進委員連絡協議会を

主催として、ボッチャ教室を予定していたが、新

型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

とした。

　新型コロナウイルス感染症拡大の状況を鑑

みて、市内スポーツイベントにおいて、障がい

者スポーツの普及活動を図る。

令和元年度 令和２年度 令和３年度平成２９年度

ふれあいランド 参加延べ人数 実績 439 419

平成３０年度

主な取組 担　当　課

- - - 福祉課

担当課
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取組２　芸術文化活動、生涯学習活動への参加促進

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

　庶務課では、公共施設として、障がい者用駐

車スペースの確保、施設・スペースのバリアフ

リー化等の維持を行い、出入口の車いすの配

置、移動経路のスペースの確保等、障がい者

が利用しやすくなるよう、できるかぎり配慮を

行った。また、障がい者のおむつ替えが出来る

よう、庁舎３階の多目的トイレに収納式多目的

シートを設置した。

　自治振興課では、公共施設において、障がい

者用駐車スペースの確保、施設のバリアフリー

化等に努めた。農業者トレーニングセンターに

おいて、障がい者用駐車スペースの白線を塗

り直し、利便性の向上を図った。また、耳マー

ク、コミュニケーションボードを設置しており、筆

談やイラストによる対話を行えるようにしてい

る。

　今後も公共施設として、障がい者用駐車ス

ペースの確保、施設・スペースのバリアフリー

化等により、障がい者が利用しやすくなるよう、

維持していく必要がある。

　

バリアフリー等について、対応できていない設

備については、今後大規模な改修工事に合わ

せて対応していく。

　

新型コロナ感染症拡大の影響を受けて、イベン

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　成人式において、手話通訳者の派遣を依頼

し、行事を開催した。

　障がいの有無に関わらず行事に参加出来る

よう、取組を継続していくことが課題である。

福祉課

社会教育課

各種講座等への参加や文化施設利用の促進

　手話通訳者の派遣や障がい者用駐車スペースの確保、交通

手段の確保、公共施設・スペースのバリアフリー化等により、イ

ベントや市民講座等へ障がい者が参加しやすくなるよう合理的

配慮を実施します。

生涯学習活動の推進

　生涯学習にかかわる講演会等において、必要に応じて手話通

訳者や要約筆記者等を派遣し、障がい者でも気軽に参加できる

よう支援します。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

主な取組 担　当　課
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Ａ：予定

通り実

施

　福祉課では、依頼に基づき各種イベントに登

録手話通訳者を派遣した。

　都市計画課では、蓮田駅からパルシー・ハス

トピアへの直通シャトルバスを運行するイベント

の情報が確認できるように、蓮田駅自由通路

の総合案内板に直近のイベント情報の掲載や

バス停留所に設置した。

　蓮田駅東口３番バス乗り場に設置したチラシ

用ポストにイベントのチラシを掲出した。

　社会教育課では、公民館、図書館、文化財展

示館において、バリアフリー化を行っており、利

用者の立場に立った施設管理に努めた。

障がい者が行事に気軽に参加できるよう、生

涯学習イベント情報誌において、手話通訳士

の派遣事業等について記載し周知を行った。

　文化スポーツ課では、公共施設として、障が

い者用駐車スペースやどきどきホールの車い

す席の確保、施設入口に車いすの配置、その

他施設屋内外のバリアフリー化の維持に努め

た。

また、パルシー屋外トイレの工事を行い、トイレ

の洋式化や一部洗浄便座に変更した。

新型コロナ感染症拡大の影響を受けて、イベン

トなどに係る派遣依頼が少なかった。

　蓮田駅からパルシー・ハストピア行き、蓮田駅

から蓮田SA（新上り線）行きの直通シャトルバ

スの運行について、更に利用者を増やすため

引き続き広報やホームページ等でＰＲをしてい

く必要がある。

　

 今後も公共施設として、障がい者用駐車ス

ペースの確保、施設・スペースのバリアフリー

化等により、障がい者が利用しやすくなるよう、

維持していく必要がある。

　バリアフリー等について、対応できていない

設備については、将来的に実施する大規模な

改修工事に合わせて対応していく。

庶務課

自治振興課

福祉課

都市計画課

社会教育課

文化スポーツ課

関係各課

文化芸術活動の推進や視覚障害者等の読書環境の整備推進

　公民館、図書館、文化財展示館の各施設において、障がい者

がより利用しやすくなるよう、筆談の案内表示の設置、ピクトグラ

ム、コミュニケーションボードの設置などを検討します。ハード・ソ

フト双方の観点から、障がい者が利用しやすい施設を目指した

取り組みを継続します。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

社会教育課

　公民館、図書館、文化財展示館では昨年度

に引き続き、筆談の案内表示、ピクトグラム、コ

ミュニケーションボードを設置している。

また、図書館では、やさしく読める本(ＬＬブック)

の購入、貸出を行っている。

　ハード・ソフト双方の観点から、障がいのある

かたが少しでも利用しやすい施設を目指した取

組を継続していくことが課題である。
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柱５　子どもの成長への支援

施策１　保健・療育等の充実

取組１　障がいの早期発見・早期支援

　対応する職員の資質向上に努め、早期発見

早期対策の質の向上を目指していく。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　児童発達支援の利用希望のある障がい児に

対して、相談支援事業所等と協力して、集団生

活への適応訓練等を行える環境の提供に努め

た。

　「さくら園」においては、保護者の意向をもと

に、個別指導計画を立て、発達支援に取り組

んだほか、言語聴覚士による個別指導を行っ

た。併設の閏戸保育園との交流を図る中で、集

団生活への適応に取り組んだ。また、職員が

県発達障害総合支援センターの研修を受け発

達支援の充実に取り組んだ。

　障がいのある児童やその疑いのある児童に

対して、従来から関係課におけるケースワー

カー、保健師、指導主事などが中心になって支

援を行っている。令和４年度からはさくら園の

所管が保育課から子ども支援課に移り、各機

関の連携が一層取りやすくなっている。今後も

職員の資質向上に努めるとともに、就学前から

切れ目のない支援が行えるよう、事業者と連携

を図っていく。

　さくら園における適応訓練や発達支援につい

て、言語聴覚士の他、作業療法士、臨床心理

士等多職種の関わりができたら、より効果的な

療育指導ができるのではないかと考える。ま

た、親子教室との連携を強化したい。

子ども支援課

保育課

発達支援の充実

　

　支援の必要が認められる未就学の障がい児及び児童発達支

援の利用希望のある障がい児に対して、事業者と協力して、日

常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団

生活への適応訓練等を行える環境を提供できるよう努めます。

　また、心身障害児通園施設「さくら園」において、集団生活への

適応訓練及び発達支援を行います。

主な取組 担　当　課

母子保健事業の充実

　

　各種健康診査や保健師等による訪問・相談を通して、障がい

等の早期発見及び早期対応に努めます。そして、事業所・関係

機関と連携を図り、障がいや発達に心配がある子どもへの支援

を行います。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

子ども支援課

Ａ：予定

通り実

施

　各種乳幼児健康診査や子育て世代包括支援

センターにおいて、保健師等が対応し、障がい

等の早期発見早期対策に努めた。複数の関係

機関と連携し、フォロー体制をとっている。
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主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

担　当　課

福祉課

子ども支援課

【再掲】

　各種乳幼児健康診査や子育て世代包括支援

センターにおいて、保健師等が対応し、障がい

等の早期発見早期対策に努めた。複数の関係

機関と連携し、フォロー体制をとっている。

【再掲】

　対応する職員の資質向上に努め、早期発見

早期対策の質の向上を目指していく。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　自立支援協議会において、市町、相談支援

事業所、基幹相談支援センター、保健所、医療

機関、サービス事業所、教育機関等の職員に

声をかけ、「医療的ケア児を考える医療・福祉

等連携会議」を開催し、情報連携を図った。

　ハザードマップを利用し、災害時における対

象者の状況把握に努めた。

　自立支援協議会において「医療的ケア児を考

える医療・福祉等連携会議」に参加した。

　医療的ケアを行う事業所は少ない。事業所を

増やすために市としてできることは非常に限ら

れてしまう。

医療的ケア児（者）に対する支援は、保健、医

療、障がい福祉などの事業所、関係機関が連

携し、必要な支援を行っていく必要がある。

　保健、医療、障がい者福祉をはじめとする事

業所、関係機関が連携を図りながら、必要な支

援を行っていく。

相談対応における子育て支援の充実

　

　乳幼児の保護者が集う事業や機会を利用して、各種健康診査

や子育てに関する相談事業の案内を行います。また、保健師等

による訪問・相談事業を実施し、必要に応じて関係機関と連携し

ながら支援を行います。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

医療的ケアの充実

　

　医療的ケア児について、集団の中での療育が可能となるよう

に、事業所が行う専門職によるケアの実施を支援します。

　また、埼葛北地区地域自立支援協議会において、「医療的ケア

児を考える医療・福祉等連携会議」を開催し、情報連携を図りま

す。

子ども支援課

主な取組 担　当　課
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18 18

1,224

子ども支援課

360 496 子ども支援課

527 子ども支援課

765 子ども支援課

相談延べ件数（件）

心理発達相談

相談延べ件数（件） 実績 23

実績

相談延べ件数（件） 実績

407 756 1,253334

電話相談 相談延べ件数（件） 実績

面接相談

516 754

102 子ども支援課

家庭訪問 相談延べ件数（件） 実績 697

27発達相談

54 学校教育課

825

103 101 82

29

103 94 85

799 767

95

99

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 担当課

巡回相談 相談延べ件数（件） 実績
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取組２　保育園・幼稚園等支援の充実

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　保育園入園申請時に園長が個別に保護者と

面談を行い、保育園での生活等を伝え、不安

がないようにと努めた。入園説明会の時も保護

者に対し、今後の保育園の利用について不安

がないよう必要に応じて個別に相談等を行っ

た。

　保育園入園申請時に園長が保護者と面談を

行い、保護者にとっては、入園前の不安なこと

を聞く機会ができ、円滑な保育につながってい

る。

令和３年度は、６人の保育所等訪問支援の利

用があった。

　県発達障害総合支援センター等の障がい児

保育に係る研修に参加した。言語聴覚士が保

育園・幼稚園を巡回し、保育士等へ児童への

発達支援の助言を行った。

　今後も保育所等訪問支援事業を通し、事業

所と保育所の連携を深めていく。

　保育所等への訪問支援指導について、現在

言語聴覚士が巡回し指導をしているが、今後も

継続して実施していく必要がある。また、作業

療法士や臨床心理士などの専門職も巡回指導

を行えると幅の広い支援が行えると考える。

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　保育園では、在園児が児童発達支援、医療

型児童発達支援など必要なサービスが受けら

れるよう、子ども支援課や障がい児通園施設と

連携して、必要な情報の提供を行った。

　保育園では、発達支援が必要なお子さんの

保護者に対し、必要な情報の提供ができるよう

に、保育士等が発達支援に関する知識につい

て研修等を通じて学ぶ必要がある。また、通園

施設との連携を強化したい。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

主な取組 担　当　課

保育課

障がいの有無に関わらない集団保育の推進

　子ども一人ひとりへ適切な保育や教育を行うため、保育士等へ

の研修等を行います。また、事業所と連携を図りながら、専門職

による保育所等訪問支援事業の支援を行います。

子ども支援課

保育課

保育課

保育相談の実施

　保育園等の利用にあたって、不安のある保護者等に対して、

不安を払しょくできるよう相談等を行うとともに、円滑な保育の実

施に努めます。

保育園・幼稚園等の支援の充実

　保育園・幼稚園等では、支援の必要があると思われる在園児

の保護者に対して、面談などの機会を利用して、保護者の気づ

きを促すとともに、必要に応じて、情報提供等を行います。
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令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　ケースワーカー、保健師が就学支援委員会、

就学支援専門委員会に委員として参画してい

る。状況により、児童発達支援事業所等と連携

し、就学に向けて学校教育課との情報共有を

行った。

　今後は医療的ケア児についても、保健、医

療、障がい者福祉をはじめとする事業所、関係

機関が連携を図ることで、必要な支援を受けら

れるよう努めていくことが必要である。

228 146 保育課

担当課

育児相談 相談延べ件数（件） 実績 523 422 402

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

子ども支援課

就学時の切れ目のない支援の充実

　保健、医療、障がい者福祉を始めとする事業所、関係機関が

連携を図ることで、必要な支援を受けられるよう努めます。

主な取組 担　当　課
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柱５　子どもの成長への支援

施策２　学齢期への支援の充実

取組１　インクルーシブ教育の推進

Ａ：予定

通り実

施

　教育相談室、教育センター適応指導教室（エ

コー）、心のホット相談室を開室し、児童・生徒

及び保護者との相談業務を行った。

　保健センターに開設している発達支援相談室

（すてっぷ）にて、多様な相談へ対応できるよ

う、相談体制を充実させた。

Ａ：予定

通り実

施

　新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を

講じつつ、社会福祉協議会の協力のもと、市内

小・中学校で福祉教育を実施した。

　福祉、教育部門との連携を図りつつ、適切な

支援が継続して受けられるよう体制の充実に

努めている。

　市内小・中学校で福祉に関する学習を行って

いる。小学校では、主に４年生で、中学校で

は、主に２年生で体験学習等を実施している。

教員の福祉に対する意識及び理解の向上を一

層図っていく必要がある。

　来年度就学を迎える児童の保護者に対し、

就学説明会の開催及び、個別相談会を子ども

支援課・学校教育課で共催している。

左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

　市内の小・中学校の特別支援学級に在籍す

る児童・生徒が、本人や保護者の意向や実態

に合わせて通常学級で学習を行う取組を行っ

た。

　特別支援学校に在籍する児童・生徒が、居住

地の小・中学校で交流を行う「支援籍学習」に

ついては、新型コロナウイルス感染症拡大防

止の観点から、児童生徒が学校にて学習する

こと自体は見送り、手紙等のやり取りにて実施

した。

　各学校にて、児童・生徒の実態に応じた学習

及び活動を行っている。

　「支援籍学習」では、当該児童・生徒と小・中

学校に在籍している児童・生徒とのより良い関

わり方及びその方法について研究していく必要

がある。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

主な取組 担　当　課

障がいに配慮した教育環境の整備

　

　発達障がい等のある児童生徒へ教育的支援を行うため学校内

における支援体制の充実を図るほか、市内小中学校に特別支

援学級を設置します。また、特別支援教育コーディネーターを中

心とした支援体制の整備・充実を図ります。

福祉・教育連携による支援体制の構築

　

　入学・進学・進級等で、就学先やライフステージ、環境が変わっ

ても、適切な支援や指導が継続して受けられるよう、福祉・教育

の連携による一貫した支援を目指します。

令和３年度の主な取り組み

学校教育課

子ども支援課

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

多様な学びの場の整備と学校間連携等の推進

　

　市内各小・中学校の特別支援学級に在籍する児童・生徒に対

して、本人や保護者の願いや実態に合わせて、通常学級で学習

を行う取組を行います。必要な支援・指導ができるよう特別支援

教育補助員を配置するなど、特別支援学級や通級指導教室の

整備に努めます。また、特別支援学校と連携を図り、専門的な支

援・指導ができるよう努めます。

学校教育課

学校教育課

　各所が連携を深められるよう、年３回、各相

談員とスクールソーシャルワーカーが参加する

相談員連絡協議会を開催した。

　各学校においては、スクールカウンセラーとも

連携を取り、情報共有を密に行い、相談体制を

強化している。
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令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　蓮田市発達支援相談員が、保護者との相

談、就学相談、各学校への巡回相談を行った。

専門的見地から児童・生徒の特性に応じた支

援方法等について、指導・助言した。

　相談件数が増えていることを踏まえ、様々な

ケースに応じた相談ができるようにしていく。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　スクールソーシャルワーカー１名を市内の中

学校に配置し、市内小・中学校において、学校

や家庭、関係機関のそれぞれを繋ぐことで、児

童・生徒及び家庭との教育相談体制を充実さ

せた。

　スクールソーシャルワーカーの役割につい

て、今後も教職員や保護者に周知していく必要

がある。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

　特別支援学級担当者による連絡協議会を開

催し、市内小・中学校の情報共有を図り、連携

を強化した。

　校内における支援体制を充実化させるため、

巡回サポートチームによる支援・指導を行っ

た。

　今後とも、児童・生徒の特性に合わせた個別

の配慮を実施していく。

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため

に、巡回サポートチームを縮小せざるを得ない

ことが課題である。

担当課

教育相談の充実

　

　中学校の教育相談室にスクールカウンセラー、スクールソー

シャルワーカー等を配置し、市内各小・中学校において学校や

家庭と関係機関とをつなぐことにより、発達障がいや不登校・進

学等の子育てや教育に関する相談に対応できるよう環境を整備

します。また、各関係機関と連携を図り、多様な相談にも対応で

きるよう体制の整備に努めます。

教職員の専門性の向上

　

　障害者差別解消法の施行により、学校等において適切な配慮

が行われるよう、法律の趣旨や「障がい」への理解促進を図りま

す。

　また、インクルーシブ教育の構築に向けて、教職員を対象に特

別支援教育に関する研修を実施するとともに、特別支援学級担

任等に対しては、より専門的な研修を行います。

　校内支援体制を充実させるため、大学教授・特別支援学校教

諭や担当指導主事等による巡回相談を実施し、適切な支援や指

導について助言します。

20 30 学校教育課

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

平成２９年度

14

主な取組 担　当　課

学校教育課

発達支援センターの設立

　

　支援の必要な児童・生徒を早期に把握し、家庭と連携をとりな

がら、個々のニーズに応じた多様な支援をしていくために、発達

支援センターの整備を検討します。

　また、就学支援、各学校への巡回相談、発達に関する相談等

に対応できる環境整備に努めます。

教育相談 相談延べ件数（件） 実績 10 13

学校教育課

学校教育課

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
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取組２　放課後等支援の充実

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　利用希望者に対し、利用方法の情報提供に

努めた。また、相談支援事業所と協力し、利用

者のニーズに合わせた情報収集及び情報提

供を行った。

　放課後等デイサービス事業所の支援体制等

の情報を把握し、利用者のニーズに合わせた

情報提供を行っていく。

日中一時支援及び短期入所の充実

　保護者が急用・急病等で障がいのある児童を介護できないと

き、又は一時的に介護を離れたいときに、日中一時支援や、短

期的な施設入所を円滑に利用できるように努めます。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

子ども支援課

　利用希望者に対し、利用方法の情報提供を

行い、日中一時支援や短期入所が利用できる

ように努めた。

放課後等デイサービス事業等の充実

　放課後等デイサービス事業所の設置基準、人員配置基準の強

化も行われることから事業所の情報収集、利用方法の情報提供

に努めます。

子ども支援課

主な取組 担　当　課

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

　緊急での利用が想定されるケースには、事前

に制度についての周知を図っていく。
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取組３　学校教育修了後の進路の確保

左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　はなみずき作業所、はすの実作業所の生活

介護、かもめの就労継続支援Ｂ型について、蓮

田市社会福祉協議会、みぬま福祉会、ＮＰＯ法

人かもめが運営し、利用者のニーズへの対応

に努めた。

　卒業後に当事者に合った障がい福祉サービ

スを受けられるよう、上尾かしの木などと連携

を図り、卒業前のアセスメントを実施した。

　はなみずき作業所の改築にあたり、基本計画

に基づき、詳細設計を行った。

　市内には生活介護事業所が２箇所、就労継

続支援Ｂ型事業所が２箇所ある。

　はなみずき作業所基本計画において、複合

機能の検討を行ったが、都市計画法の制約や

敷地規模の制限などから新たな機能の追加で

はなく、利用者、保護者が利用できる交流ス

ペースを設置することとした。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

主な取組 担　当　課

評価・

進捗状

況

福祉課

卒業後の日中活動・就労の確保

　生活介護事業の定員拡充や、生活介護施設に「就労継続支援

Ｂ型」事業所等も提供できる多機能型化等を検討し、ニーズに応

じたサービスを過不足なく提供できるよう日中活動の場の充実を

図ります。

令和３年度の主な取り組み
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柱６　健康・医療体制の充実

施策１　健康管理等の支援

取組１　健康管理等の支援

　基本チェックリストの配布に合わせてフレイル

予防パンフレットを配布し、介護予防の必要性

について普及啓発に努めた。介護予防の正し

い知識の普及と行動の実践につなげるための

運動教室や認知症予防講座の開催と教室参

加者への継続支援事業を開催した。新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、集合型の教

室開催が中止となった分は、自宅での個別指

導に変更した。また令和２年度に作成した自宅

で介護予防に取り組むためのDVDや冊子を増

刷し、配布した。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、活

動量が減少し、高齢者の身体機能の低下、健

康状態が悪化する危険性がある。感染予防対

策を図りながら、介護予防事業に参加する高

齢者を増やす取り組みを継続して実施する必

要がある。

主な取組 担　当　課

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

　国民健康保険に加入の４０歳から７４歳まで

のかたを対象に特定健康診査を実施した。ま

た、後期高齢者医療に加入のかたを対象に後

期高齢者健康診査を実施した。これらの健康

診査については、障がいの有無に関わらず、

多くの対象者に対し、生活習慣病の早期発見

及び予防に向けた取り組みとして実施してい

る。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、市

民講座や出前健康相談は中止とし、個別の健

康相談や電話相談で、健康情報の提供を行っ

た。

健康増進課

高齢期における障がいの重度化防止

　

　障がい者が高齢期においても生活機能を維持し、自立した生

活が送れるよう、介護予防事業を推進します。

長寿支援課

在宅医療介護課

生涯を通じた健康づくり、障がいの予防・重度化防止

　

　障がいの発生や中途障がいの原因疾患を予防するため、健康

診査、健康教育、健康相談、特定健康診査、後期高齢者健康診

査等の各種保健事業の充実を図ります。これらの健康診査につ

いては、障がいの有無に関わらず、多くの対象者に対し、生活習

慣病の早期発見及び予防に向けた取り組みとして実施します。

　また、障がいの重度化や二次障がいを引き起こすことがないよ

う、健康情報の提供や講座を開催します。

　高血圧や糖尿病等の生活習慣病を早期に発

見し、適切な治療を受けることが、脳血管疾患

や心疾患等の重症化疾患の予防につながるこ

とを、広く周知していくことが必要である。また、

新型コロナウイルス感染症の影響による受診

控えが懸念されており、健康診査の重要性に

ついての周知を強化していくことが必要であ

る。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施
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担　当　課

左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

　サロンペンギンに依頼し、原則、毎月第２月

曜日の午後、中央公民館で「心の病をかかえ

たかたの居場所」事業を実施した。新型コロナ

感染症拡大防止のため、一部、中止や時間短

縮などを行った。

　精神保健福祉士による「こころの健康相談」を

年４回実施し、相談実績は１０件であった。ま

た、保健師による「こころの相談」は、随時実施

し、必要に応じて、家庭訪問や医療機関への

受診勧奨等を行った。いずれの相談も本人と

あわせて、家族からの相談にも対応した。

　図書館に自殺対策の常設コーナーを設置し、

関連図書等の展示や、こころの相談窓口を掲

載したリーフレット等を配架し、広く周知に努め

た。

　精神障害者手帳所持者は年々、増加してい

る。引きこもりに早めに気づき、適切な支援を

行うことが必要である。気軽に外出する機会を

つくるための行事を検討していく。

　相談支援が必要なかたが、相談機関につな

がるよう、広く周知していくことが重要であり、

関係課や関係機関等と連携していくことが必要

である。

こころの健康づくりの推進

　

　こころの不調の早期発見・早期相談・早期治療に向けて、相談

窓口の周知、精神保健相談や保健師による訪問・面接等による

相談支援など各種取組を推進します。

　また、精神障がい者本人だけでなく、家族をはじめとする周囲

の人もこころの不調に早めに気づき、声掛け等の支え合いがで

きるような環境を整備し、精神障がい者が安定して地域で暮らし

続けられるよう支援します。

主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

3 10 健康増進課

399 233 303 373 357 健康増進課こころに関する相談

相談延べ件数（件）

≪電話・面接・訪問等≫

実績

担当課

こころの健康相談

相談延べ件数（件）

≪相談会場≫

実績 7 6 7

福祉課

健康増進課

令和３年度の主な取り組み
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柱６　健康・医療体制の充実

施策２　医療・ケア体制の充実

取組１　医療・ケア体制の充実

主な取組 担　当　課

医療的ケアの実施体制の構築

　本人・家族や関係機関が気軽に相談できるよう、相談窓口等

の相談体制やコーディネート機能を充実するとともに、連携会議

や研修会等実施を通して保健・医療・介護等の多職種の連携を

推進します。

　また、医療的ケアの必要な障がい者が地域で安心して生活し

ていくために、通所施設やグループホームの職員が適切に医療

的ケアを実施できるよう、職員のスキルアップを図りつつ、医療

的ケアの支援に係るコーディネーター（相談支援専門員、保健

師、訪問看護師等）の配置を支援します。

福祉課

療養の環境整備

　障害者総合支援法や介護保険法等のサービスの利用調整

や、関係機関との連携により、難病等の在宅療養支援を行いま

す。

　障害者総合支援法により、障害者手帳がなくとも、難病等を理

由に障害サービスの提供を受けることが可能となりました。そう

した相談に適切に対応できるよう、職員の資質向上に努めます。 福祉課

長寿支援課

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　難病等を理由に障害サービスの提供を受け

ることが可能となったことを受けて、相談など適

切に対応できるよう、職員の資質向上に努め

た。

　常時、車椅子やねたきりの状態のため、一般

の交通機関を利用することが困難な高齢者

を、近隣の保健福祉施設や病院などへ専門車

両にて送迎する移送サービスを提供し、在宅

療養支援を行った。利用者は１８人、延べ利用

回数は２０４回であった。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

【再掲】

　自立支援協議会において、市町、相談支援

事業所、基幹相談支援センター、保健所、医療

機関、サービス事業所、教育機関等の職員に

声をかけ、「医療的ケア児を考える医療・福祉

等連携会議」を開催し、情報連携を図った。

　ハザードマップを利用し、災害時における対

象者の状況把握に努めた。

【再掲】

　医療的ケアを行う事業所は少ない。事業所を

増やすために市としてできることは非常に限ら

れてしまう。

　医療的ケア児（者）に対する支援は、保健、医

療、障がい福祉などの事業所、関係機関が連

携し、必要な支援を行っていく必要がある。

　実際には、難病等を理由とする障害サービス

の提供をうけるかたは少ない。重複して障害者

手帳も所持しているかたも多いためだと思われ

る。

　介護支援専門員等、関係機関と連携を図りな

がら、引き続き、在宅療養に必要なサービスの

提供を行う。
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担　当　課

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

主な取組

自立支援医療制度

（更生医療）

実人員（人） 実績 35 48

助成額（円）

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

47

実績 69,440,697 77,415,979 67,538,520 67,840,939

担当課

55 62

福祉課

56,505,078

116,358,757 112,374,795

1,276 1,139

福祉課重度心身障害者医療助成費

実人員（人） 実績 1,366 1,320 1,275

助成額（円） 実績 139,182,008 136,143,555 128,800,732

福祉課

子ども支援課

医療費の助成

　心身障がいの状態の軽減や自立した日常生活・社会生活を営

むために必要な育成医療費や更正医療費を助成し、障がい者

の経済的支援を推進します。

　また、一人ひとりの障がいの状況や健康状態に応じて、適切な

医療環境を整えていくとともに、重度心身障害者医療費を助成し

ます。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　福祉課では、自立支援医療制度（更生医療）

が必要な障がい者６２人に対し、医療費の助成

を行った。

　重度心身障害者医療費対象者１，１３９人に

対し、医療費の助成を行った。

　子ども支援課では、育成医療として延べ２１

人に対し医療費の助成を行った。

　重度心身障害者医療対象者を精神障がい者

手帳２級まで拡大してほしいという要望があ

がっている。拡大分については、市単独事業と

なり財政的に厳しいため、県補助の対象にして

いただきたい旨さいたま市などと県に要望して

いる。

　心身の状態に応じた適切な医療及び福祉

サービスを受けることができるよう、医療と福祉

の連携を進めるとともに、相互理解を深める。

評価・

進捗状

況
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柱６　健康・医療体制の充実

施策３　精神保健の充実

取組１　専門的体制と相談支援の強化

専門的体制の強化とネットワーク

　公共機関における精神保健福祉士を中心とした専門的体制を

強化するとともに、医療機関や地域の相談機関等との協力によ

り、ネットワークの構築を進めます。

　精神保健医療福祉に対応する地域包括ケアシステムの構築

に向けて、関係機関とのネットワークを強化します。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

福祉課

健康増進課

Ｃ：一部

のみ着

手

主な取組 担　当　課

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

　精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築として、自立支援協議会において地

域移行・定着部会や医療的ケア児を考える医

療・福祉等連携会議を実施した。

　保健所主催の精神保健福祉関係者連絡会

に出席した。市、精神保健福祉センター、保健

所、支援センター等の職員が出席し、情報連

携を図った。

　新型コロナウイルス感染症の関係で、精神保

健福祉関係者連絡会は中止とした。随時、保

健師による電話や来所、訪問による相談を実

施し、状況に応じて、福祉課等との関係課や保

健所等の関係機関との連携を強化した。

　また、今後の市の精神保健の方向性につい

て、県との打合せ会議を実施した。

　精神保健医療福祉に対応する地域包括ケア

システムの構築に向けて、庁内関係課・関係

機関とのネットワークを強化することが重要で

ある。

　精神保健医療福祉に対応する地域包括ケア

システムの構築に向けて、庁内関係課・関係

機関とのネットワークを強化することが重要で

ある。
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主な取組

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

福祉課

健康増進課

多様な相談窓口の確保と支援の実施

　心の健康や医療に関する相談、福祉サービス等の生活相談に

対応する多様な相談窓口を確保するとともに、対象者本人のみ

ならず家族や支援者等も含めた支援を実施します。

　精神障害については、本人のみならず家族

や支援者への支援が課題である。ピアサポー

ト養成や家族教室などを実施し、支援を行って

いる。また、適切な障がい福祉サービスが利用

できるよう医療機関とも連携を行う。

　相談支援が必要なかたが、相談機関につな

がるよう、広く周知していくことが重要であり、

関係課や関係機関等と連携していくことが必要

である。

左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　福祉課窓口でケースワーカーを３名配置し、

各種相談に対応している。また、自立支援協議

会において、委託相談支援事業所、地域活動

支援センター、基幹相談支援センター及び地

域生活支援拠点を委託し、相談体制の充実を

図っている。

【再掲】

　精神保健福祉士による「こころの健康相談」

を年４回実施した。令和３年度の相談実績は１

０件であった。また、保健師による「こころの相

談」は、随時実施し、必要に応じて、家庭訪問

や医療機関への受診勧奨等を行った。いずれ

の相談も本人とあわせて、家族からの相談に

も対応している。

　こころの相談窓口を掲載したリーフレットを啓

発品とともに配布し、相談機関の周知に努め

た。

担　当　課

令和３年度の主な取り組み
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取組２　精神疾患や精神保健に関する普及啓発

普及啓発の推進

　精神疾患に関する正しい知識を普及するため、専門医等によ

る市民講座等を開催します。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｃ：一部

のみ着

手

担　当　課主な取組

　自立支援協議会において、統合失調症の家

族教室を実施した。

　「ご存知ですか？精神障がいのある方の相

談窓口」のリーフレットを作成し、各市町で配布

した。

　新型コロナウイルス感染拡大の影響により、

こころの健康講座は中止とした。

　相談窓口リーフレットを啓発品とともに、関係

課・関係機関等の窓口等に配布依頼を行っ

た。

　図書館に心の健康に関する常設コーナーを

設置し、関係図書や相談窓口案内リーフレット

等を置き、周知に努めた。

　自立支援協議会において、家族教室等を開

催し、精神障害者の家族や支援者等の支援を

継続していく。

　精神障がいに対応した地域包括ケアシステ

ムの構築として、幸手保健所、関係機関とも連

携した普及啓発を実施していく必要がある。

　こころの健康講座として、自殺対策ゲート

キーパー養成講座を計画していたが、集合型

の講座のため、新型コロナウイルス感染拡大

により、中止せざるを得なかった。実施方法等

検討していく必要がある。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

福祉課

健康増進課

評価・

進捗状

況
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柱７　安全・安心な生活環境の整備

施策１　安全対策（防災、防犯等）の推進

取組１　安全対策（防災、防犯等）の推進

　避難行動要支援者の対象者数は令和４年６

月時点で２、５８２人となり、そのうち、１、０５１

人の方が避難支援者への情報提供に同意し

ている。

　災害時の避難行動が円滑に実施できるよう、

名簿制度の周知を図っていく。また、避難所の

開設・運営訓練の実施も継続していく。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」が令

和３年５月に改定されたことに伴い、市の福祉

避難所３施設（老人福祉センター、蓮田特別支

援学校、ハストピア）の受入対象者を「要配慮

者及びその家族」と特定し、ＨＰや広報誌で周

知を図った。

　市内の障害者入所施設館等と協定を結び、

災害発生時に、福祉避難所として利用できるよ

う体制を整備していく。

　避難行動要支援者名簿を適宜、更新した。

　避難所開設・運営訓練については、新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響により、中止と

なった。

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

　障害者手帳交付時に、対象となる者に対し、

避難行動要支援者名簿の制度説明を行い、名

簿の提出をはたらきかけた。

　避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安

否確認を行うため、関係部課が把握している

情報を取りまとめた避難行動要支援者名簿を

作成した。

　作成した避難行動要支援者名簿を基に、要

支援者を実際にどう避難させるのか、個別避

難計画についての、具体的な支援など地域の

支援者と連携して検討していく必要がある。

担　当　課主な取組

危機管理課

福祉課

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

緊急時を想定した障がい者への対応

　

　本市では、災害時に自ら避難することが困難な方を支援する

避難行動要支援者制度に取り組んでおり、避難行動要支援者を

適切に避難誘導し、安否確認を行うため、「避難行動要支援者

名簿」を作成し、地域の支援者に事前に情報提供をし、いざとい

う時に備える取組を行っています。

　今後、危機管理課や長寿支援課等と連携し、「個別計画」の完

成を目指します。

　また、避難所の開設・運営訓練の実施を通じて、障がいに配慮

した災害時応急体制の強化を図ります。

　避難行動要支援者名簿制度の周知を図り、登録を促します。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｃ：一部

のみ着

手

危機管理課

福祉課

災害時要支援者対策の充実

　

　災害時に、障がい者が周囲の支援を受けながら速やかに避難

できるよう、蓮田市地域防災計画に基づき、「災害時要支援者対

策」を推進します。

障がいに配慮した避難所の整備

　

　市内の障害者入所施設館等と協定を結び、災害発生時に、要

支援者を対象とした二次的避難所（福祉避難所）を市内に３箇

所、位置づけています。

　また、各避難所において、聴覚障がい者への情報支援策とし

てホワイトボード等の配備を進めるとともに、各拠点に手話通訳

者や要約筆記者を派遣します。

　福祉避難所において、簡易トイレ、蓄電池、ストーマ用品など

の障がい者が必要とする備品の充実に継続して取り組んでいき

ます。

危機管理課
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Ｄ：未着

手

　特に実績はなし。 　実際に施設運営となるので、各施設での対

応となる。国の動向もみながら、必要に応じて

検討を行う。

福祉課

主な取組 担　当　課

障がい者を犯罪から守る体制の整備

　

　障がい者の生活の場である入所施設については、施設外部か

らの侵入を防ぐなど安全管理の徹底や緊急時の連絡体制が確

保されているか等、体制の整備を図ります。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題
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柱７　安全・安心な生活環境の整備

施策２　福祉のまちづくり

取組１　バリアフリー化等の推進

　蓮田駅東口トイレの改修工事設計に伴い、各

団体等の意見を取り入れ、ユニバーサルデザ

インの視点から利用者の利便性や安全性を考

慮した設計を行った。

　市道51号線（のくぼ通り）の西側の歩道につ

いては、連続した植樹ますを撤去して、歩道の

有効幅員を拡げ、合わせて視覚障害者誘導用

ブロックを設置し、利用者の安全性を確保し

た。

　「黒浜西小学校体育館トイレ改修工事」、「黒

浜北小学校体育館トイレ改修工事」及び「蓮田

南小学校北校舎トイレ改修工事」において多目

的トイレの整備等バリアフリー化工事を実施し

た。

　今後も、利用者の利便性・安全性の向上を図

るべく、利用者の意見を聞く事や先進事例等の

研究を継続して行う必要がある。

　

路線延長が長く、かなりの事業費を必要とする

ため、複数年にかけて事業を進めている。

　

　

「黒浜西小学校体育館トイレ改修工事」及び

「黒浜北小学校体育館トイレ改修工事」につい

ては９月に、「蓮田南小学校北校舎トイレ改修

工事」については１１月に完成した。

みどり環境課

道路課

左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

みどり環境課として、歩道や道路に張り出した

空き地の枝木等に対して、現場確認を行い、

所有者へ通知送付した。

　蓮田駅東口駅前広場の平板ブロック及びイ

ンターロッキングの老朽化に伴い、利用者が安

全に通行できるように、職員で定期的にパト

ロールを行っている。段差やガタツキの解消と

して、平板ブロックの撤去及び舗装による補修

を行った。

　みどり環境課では道路の通行支障となる民

地の枝木等について、現地確認を行い、所有

者を調査し通知送付している。

　段差やガタツキの現象は、数多く発生してい

るため、蓮田駅東口駅前広場全域で改修工事

を必要と考えているが、予算の範囲内で対応し

ている。

主な取組 担　当　課

障がい者に配慮した都市基盤の整備

　

　まちづくりにおいて、都市計画との整合を図りながら、市内の

バリアフリー化を更に促進します。

　また、施設等の新設や改修の際に、ユニバーサルデザインの

視点に立ち、段差解消、スロープの整備、出入口の改良等の整

備を行い、利用者の利便性及び安全性の向上を図ります。

みどり環境課

道路課

建築指導課

施設関係課

歩行の妨げとなる違法物への対策強化

　

　安全で快適な歩行空間を確保するため、歩道の段差解消や視

覚障がい者誘導用ブロックの設置等の整備を進めます。

　また、放置自転車等対策として、駅等の公共性の高い施設、

及び集客施設の管理者へ駐輪対策の協力を求めるとともに、撤

去活動や駅周辺での整理指導員による声かけや地域住民との

協働による啓発活動を行うなど、放置自転車の減少・解消を進

めます。

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ａ：予定

通り実

施

令和３年度の主な取り組み
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取組２　公共交通の利便性の確保

　交通事業者と連携し、施設のバリアフリー化

や公共交通網の拡充に努めている。

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

　身体障害者手帳１級から３級、療育手帳○

Ａ、Ａ、Ｂ、精神障害者保健福祉手帳１級、２級

を対象に、毎年度、燃料費助成券か福祉タク

シー利用券を交付した。令和２年２月１日より、

タクシー料金の改定があり、初乗りの距離が短

くなり、初乗り運賃が安くなった。福祉タクシー

利用券は、１回あたりの助成額が初乗り運賃

相当額であることから、助成額を同等とするた

め、交付枚数を２４枚から３６枚に増やした。

　都市計画課、福祉部門と連携して、公共交通

と高齢者等の移動手段の確保に係る庁内会議

を開催する予定だったが、新型コロナウイルス

感染症拡大の影響により開催を見合わせた。

　福祉タクシー利用券は、埼玉県福祉タクシー

運営協議会において議論されて運営されてい

る。配布枚数などは市で独自に決定できるが、

利用方法については県内統一となっている。

利用者からの要望もあることから、１回に２枚

まで利用可能とするよう協議会に要望してい

る。

　福祉部門と連携して、障がい者等の日常移

動手段の確保を図るための課題の抽出をして

いく。

担　当　課

令和３年度の主な取り組み、左記「主な取組」に対する現状・課題

（現状値や人数等を把握している数値があれば併せて記入してください。）

評価・

進捗状

況

交通バリアフリーの整備推進

　

　鉄道事業者及びバスやタクシー等の交通事業者との連携を図

り、計画的な駅のバリアフリー化を推進するとともに、公共交通

網の拡充を促進します。

主な取組

日常移動手段の確保

　

　身体の状況や地域の公共交通機関の状況から配慮が必要な

障がい者の日常移動手段の確保を図るため、公共交通体系の

検討とともに、燃料費助成券又は福祉タクシー利用券の交付事

業の充実に向けて検討を行います。

福祉課

都市計画課

都市計画課

令和３年度の主な取り組み 左記「主な取組」に対する現状・課題

Ｂ：おお

むね予

定通り

実施

　平成２４年度に駅のバリアフリー化が完了

済。

　視覚障がい者の蓮田駅ホームからの転落防

止対策として、令和元年度に内方線付き点状

ブロックの設置が完了した。継続してホームド

アの設置および蓮田駅下り線ホームに簡易改

札口の設置についてＪＲ東日本に要望した。
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2016年度 2017年度

実績 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績

人／月 64 65 75 72 78 74 80 93 78 62

時間／月 2,027 1,960 2,092 1,894 2,134 1,977 2,176 1,987 2,084 1,886

実人／月 127 129 130 134 132 136 134 138 139 134

延人日／月 2,463 3,105 2,990 2,516 3,036 2,522 3,082 2,779 2,578 2,841

実人／月 0 0 1 1 2 1 3 1 1 1

延人日／月 0 0 22 7 44 6 66 8 6 2

実人／月 4 8 5 7 6 6 7 5 7 10

延人日／月 42 67 110 84 132 81 154 82 95 161

実人／月 34 30 34 25 35 31 41 29 31 22

延人日／月 368 317 612 281 630 171 738 278 341 376

実人／月 16 20 25 22 29 20 33 23 22 23

延人日／月 209 326 550 330 638 339 726 381 371 475

実人／月 54 51 60 62 63 64 66 72 68 60

延人日／月 658 641 780 812 819 853 858 1022 905 974

2-① 生活介護 福祉課

2-② 自立訓練（機能訓練） 福祉課

2-⑥ 就労継続支援（Ｂ型） 福祉課

2-③ 自立訓練（生活訓練） 福祉課

2-④ 就労移行支援 福祉課

2-⑤ 就労継続支援（Ａ型） 福祉課

居宅介護・重度訪問介護・同行援護・

行動援護・重度障害者等包括支援

1-① 福祉課

主な取組No. 担当課

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

かがやき はすだプラン 障がい福祉サービス実績
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2016年度 2017年度

実績 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績

主な取組No. 担当課

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

かがやき はすだプラン 障がい福祉サービス実績

2-⑦ 就労定着支援 実人／月 - - 2 7 2 15 2 18 15 5 福祉課

2-⑧ 療養介護 実人／月 14 13 13 12 13 11 13 11 11 10 福祉課

実人／月 36 26 36 31 40 30 43 18 32 8

延人日／月 124 127 180 129 200 109 215 136 117 103

実人／月 1 1 3 7 4 8 4 6 8 4

延人日／月 3 4 25 22 30 13 30 13 25 15

2-⑩ 自立生活援助 実人／月 - - 2 1 3 1 4 2 3 2 福祉課

3-① 共同生活援助 実人／月 29 34 31 37 33 44 35 41 50 40 福祉課

3-② 施設入所支援 実人／月 65 62 65 62 65 62 65 60 63 58 福祉課

4-① 計画相談支援 実人／月 221 179 300 255 310 227 320 267 236 249 福祉課

4-② 地域移行支援 実人／月 2 1 2 1 3 0 4 0 1 0 福祉課

4-③ 地域定着支援 実人／月 5 5 6 6 7 7 8 5 7 6 福祉課

短期入所（医療型）

2-⑨

福祉課

子ども支援課

短期入所（福祉型）
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2016年度 2017年度

実績 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績

人／月 17 18 21 19 23 43 25 63 59 80

時間／月 182 182 195 227 200 382 205 604 558 909

実人／月 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

延人日／月 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0

実人／月 66 75 86 84 96 104 106 105 121 110

延人日／月 877 1,052 1,240 1,106 1,420 1,480 1,600 1,541 1,771 1,666

実人／月 1 1 2 0 3 2 4 2 2 6

延人日／月 1 1 2 0 3 2 4 6 2 6

実人／月 - - 0 0 0 1 1 0 1 0

延人日／月 - - 0 0 0 3 10 0 3 0

2-① 障害児相談支援 実人／月 100 105 130 125 145 144 160 156 172 172 子ども支援課

2-② コーディネーター配置人数 実人／月 - - 0 0 0 3 1 4 4 4 福祉課

3-① 福祉型障害児入所施設 実人／月 1 1 1 0 1 0 1 0 0 0 子ども支援課

3-② 医療型障害児入所施設 実人／月 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 子ども支援課

1-⑤ 居宅訪問型児童発達支援 子ども支援課

1-③ 放課後等デイサービス 子ども支援課

1-④ 保育所等訪問支援 子ども支援課

子ども支援課1-② 医療型児童発達支援

2020年度

担当課

1-① 児童発達支援 子ども支援課

2021年度

No. 主な取組

2018年度 2019年度

かがやき はすだプラン 障がい福祉サービス実績
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2016年度 2017年度 担当課

実績 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績

実施 5 5 3 3 3 3 3 3 3 3 福祉課

設置数 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 福祉課

1-④ 実施 0 0 2 0 2 1 2 0 1 1 福祉課

利用者 191 200 201 152 233 141 240 147 200 152 福祉課

受講者 15 0 20 15 15 19 0 11 7 7 福祉課

設置人数 福祉課

件数 1,104 1,320 1,586 1,178 1,696 1,226 1,806 1,360 1,450 1,214

介護・訓練支給用具 件数 2 8

自立生活支援用具 件数 4 8

在宅療養等支援用具 件数 10 8

情報・意思疎通支援用具 件数 9 4

排泄管理支援用具 件数 1,333 1,184

居宅生活動作補助用具（住

宅改修費）

件数 2 2

1-③

1-⑥

市町村相談支援機能強化事業

基幹相談支援センター

成年後見制度利用支援事業

意思疎通支援事業

手話奉仕員養成研修事業

手話通訳者設置事業

日常生活用具給付事業

福祉課

子ども支援課

No.

2018年度 2019年度 2020年度

主な取組

2021年度

1-⑦

かがやき はすだプラン 障がい福祉サービス実績
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2016年度 2017年度 担当課

実績 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績

No.

2018年度 2019年度 2020年度

主な取組

2021年度

かがやき はすだプラン 障がい福祉サービス実績

利用者 47 45 52 51 55 50 58 62 55 37

延時間／年 4,018 3,887 5,000 5,071 5,400 5,398 5,800 7,050 5,800 4,018

1-⑨ 箇所数 2 2 1 1 1 1 1 1 1 1 福祉課

利用施設数 1 1

利用者 4 4

利用施設数 1 1

利用者 1 1

2-① 利用者 252 238 282 292 303 385 323 444 390 400

福祉課

子ども支援課

2-② 利用者 210 202 207 185 213 215 218 174 220 204

福祉課

子ども支援課

2-③ 利用者 0 2 2 1 2 1 2 3 2 0 福祉課

2-④ 利用者 1 2 2 2 2 3 2 2 2 0 福祉課

福祉課

子ども支援課

1-⑧ 移動支援事業

福祉課

福祉課

1-⑩

地域活動支援センター（圏域内）

地域活動支援センター（圏域外）

訪問入浴サービス事業

日中一時支援事業

運転免許取得事業

自動車改造費助成事業

地域活動支援センター機能強化事

業
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